












組みが行われるようになってきた［e.g. 上野 2012；佐藤 2012］。とくに沖縄県では、そ
の歴史・文化的な特殊性を背景として、琉球弧の島々（南西諸島）で歴史的に使用されて
きた諸言語の危機的現状を重く受け止め、ユネスコによって「危機言語」として指摘され


































東シナ海の南に位置する台湾には、2014 年現在、約 2,300 万人が生活している。その
人口の大部分は、17 世紀以降に中国大陸東南部（福建省や広東省）から移住した漢族系
住民（閩南系、客家系）である。その入植以前より、この土地にはオーストロネシア語
族 4 の「原住民」が生活していたが、かれらは過去 400 年にわたる諸外来政権による統
治の中でマイノリティ化していった。言語学や遺伝学の研究者の中には、台湾における
原住民の歴史は紀元前 2,000 ～ 3,000 年にまで遡り、台湾はオーストロネシア語族系の
人々が東南アジア島嶼部や太平洋地域に広がっていく上で、「起源」あるいは「中継基地」




意思疎通の困難な言語を話す諸「民族集団」（ethnic group）が存在する［cf. Mabuchi 




民進党）政権によって 2001 年に日月潭付近に居住する「サオ」（邵族）が 10番目の「原
住民族」として認定を受けて以降、再三にわたって新たな原住民族集団の認定が行われて

















































1680s ～ 接触、「熟番／生番」区分、隘勇線 清朝による消極的山地政策
1880s ～ 道路建設、番人教科所・番学堂の設置 清朝の積極的山地開発政策
1890s ～ 綏撫政策、国語伝習所設置 日本の台湾領有
1900s 初 道路 ･駐在所建設、蕃童教育所設置、日本語教育 綏撫政策→直接統治
1910s 日本語教育、同化・教化政策 武力制圧と帰順圧力
1920s 「教育所に於ける教育標準」通達（四年制） 警察権力による直接統治
1930s ～ 理蕃大綱と同化・授産政策、皇民化政策 霧社事件、日中戦争
1940s 初 「教育標準」改正→四年制から六年制へ 大東亜戦争






1970s ～ 「山地郷国語運動法令」と母語 ･日本語の排除 中華民国の国際的孤立





























































































1996 「行政院原住民委員会」設置、『原住民教育季刊』 国民党 vs 民進党
1997 憲法改正と「原住民族」・「多元文化」条文 第４次憲法改正。『認識台湾』
1998 「原住民族教育法」制定 一連の憲法改正
1999 国立政治大学・原住民族語言教育文化推展中心発足 国家典蔵デジタル (D) 化計画





















































































































































レベル 測定種 出題形式 時間 形式 配点 合格点 総計
初級
ﾘｽﾆﾝｸﾞ ○×、選択、一致 20分 筆記 60 45 100
面接 単語朗読、簡単な応答、図説明 5分 口述 40 15
中級
ﾘｽﾆﾝｸﾞ ○×、選択 20分 筆記 60 45 100
面接 語朗読、簡単な応答、図説明 5分 口述 40 15
高級
ﾘｽﾆﾝｸﾞ 選択 40 分 筆記 150 105 200
閲読 選択穴埋め、問題群選択 50分
作文 段落翻訳、作文 60分
面接 朗読、口頭での表現 30分 口述 50 35
薪伝級
ﾘｽﾆﾝｸﾞ 選択 40 分 筆記 150 105 200
閲読 選択穴埋め、問題群選択 50分
作文 作文、評論 60分















































国語に翻訳された台東県延平郷桃源国民小学校刊行の『布農族字典　Dangia hai daaza 
halinga』（2012 年）、胡金勝編『台東県 101 年度　本土語言輔導団　布農族語言字典』
（2012 年）、Anu・Ispalidav 編『認識布農語基本構詞』（2012 年）、胡金勝著『布農文化
辞条――禁忌與論理　Bunun habas tu sinhahasam』（2014 年）などが刊行されている。
台湾における原住民の母語復興への取り組みにおいては、こうした政府主導および民
間の教材編纂・刊行のみならず、母語教師の育成にも重点が置かれている［cf. 波 2008；
邱 2008；黄 2011］。「国民中小九年一貫課程」が開始される前年の 2001 年には「原住


















当たり小学校で 320 元（約 860 円）、中学校で 360 元（約 970 円）の講師料を得ること






































ば 2014 年度（中華民国 103 年度）の場合、原民会は約 70億元（約 189 億円）の年間予














































You Tube サイトでも視聴することが可能である 31。（写真４、５）





母語教育の取り組みも進められてきた［cf. 黄 2014］。そのひとつが、台北市が 2001 年
に開始し後に原民会も補助金によってサポートするようになった「語言巣」（language 
nest）の取り組みである。これは、ニュージーランド先住民・マオリの母語復興運動の中









college）・「民族学校（大学）」（tribal school）などもある［cf. 陳 2014］。採用されて
いる名称は地域・民族によって異なるが、いずれも原住民族の教育権や言語・文化の継承
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18  2007 年頃までに実施されてきた母語認証テストや関連するオンライン教材に関して
は、日本国内でも山本［2008］による報告がある。
19  〈http://www.alcd.nccu.edu.tw/index.php?routing=Index&action=index〉




























3,000 万元（約 8億 9,000 万円）の年間予算のうち、約 2億 3,000 万元（6億 2,000
万円）をその年間運営予算として計上している。cf. 財団法人原住民族文化事業基金
會ホームページ。〈http://home.ipcf.org.tw/〉
























35  林英津の近年の研究によれば、中央研究院民族学研究所が 2008 年に実施したアンケ
ートに対する原住民回答者（約 2,000 人）の約 8割が、依然として母語を使用して
いると答えている。他方で、20 代（20 ～ 29 歳）および 10 代（15 ～ 19 歳）の原
住民においては、十分に母語を使いこなせる者の割合が、それぞれ 26.4％（20 代）、
13.3％（10 代）にまで落ち込んでいる［林英津 2010：329-333］。
24 『南島文化』第 37号
